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未曾有の被害をもたらした東日本大震災は、安全・安心な生活と、それを守るた

めの平素からの防災・減災への取り組みや投資の大切さを、あらためて認識する機

会となりました。 

そこで、経済広報センターは、全国の様々な職種、世代により構成されている当

センターの「社会広聴会員」を対象に、東日本大震災をもとに、生活者や企業にお

ける災害時への備えと対応などについて、調査することにしました。 

今回の調査結果からは、生活者の大多数が何らかの備え・対策を行っており、約

半数は「非常用品の準備」「食料、飲料水の備蓄」「日用品の備蓄」をしているもの

の、３人に２人は自身の備えを不十分と感じていることが確認できました。 

他方、企業の備え（危機管理対策、事業継続計画など）については、４人に３人

が十分ではなかったと批判的な一方で、同程度の人が企業は被災地支援によく取り

組んでいると評価していることが分かりました。今後の復興に向けて、企業には、

「節電・省エネルギーに向けた取り組み」「被災従業員、または事業再開・復旧に尽

力する従業員への十分な配慮・ケア」「原発事故の収束に向けた取り組みや連携の強

化」を特に期待しているようです。 

本報告書が、生活者と企業の皆さまが防災・減災対策の一層の強化・充実に取り

組む上での一助になれば幸甚です。 

 

 

 

財団法人経済広報センター 

常務理事・事務局長 

中 山  洋 
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１．３人に２人が、自身の災害への備えは「不十分」と認識 

自分自身の災害への備えについて、「どちらかといえば備えは不十分」が46％、「備

えは全く不十分」が20％と、合わせて66％が備えは不十分と回答している。 

 

２．２人に１人が、震災前に「非常用品（懐中電灯、医薬品、ラジオ、ヘルメット

など）の準備」「食料、飲料水の備蓄」「日用品の備蓄」を対策済み 

東日本大震災の発生前に、災害への備えとして行っていた対策として、「非常用品

の準備」（56％）、「食料、飲料水の備蓄」（55％）、「日用品の備蓄」（51％）が上位に

挙げられた。 

「特に何もしていなかった」のは12％であり、大多数は何らかの備え・対策をと

っていた。 

 

３．東日本大震災に関連して、約９割が「義援金・支援金」を寄付 

東日本大震災に関連して、約９割が「義援金・支援金の寄付」（87％）をしたと回

答している。これに次ぐ支援は「被災地の産品の購入」（35％）である。「特に支援

活動はしていない」は７％に過ぎず、回答者のほとんどが、何らかの被災地支援を

行っている。 

なお、「ボランティア活動への参加」をしたのは７％である。その活動内容を聞い

たところ、約半数が「義援金・支援金の収集など」（47％）と回答している。次いで

多いのは「支援物資の収集など」で37％。「被災地や避難所での活動」には回答者の

約３割（29％）が参加している。 

 

４．災害への備え・対応として企業に期待することは、「従業員への安全配慮・安

全確保」「顧客・周辺住民への安全配慮・安全確保」「商品・サービス提供の維

持、または速やかな復旧・再開」が上位３項目 

企業の災害への備えや対応として期待することを聞いたところ、「従業員への安全

配慮・安全確保」（69％）、「顧客・周辺住民への安全配慮・安全確保」（61％）、「商

品・サービス提供の維持、または速やかな復旧・再開」（60％）の回答割合が高い。

「被災状況や復旧作業に関する適切な広報活動・情報開示」（45％）が続き、上位４

位までを災害・危機対応に関連する項目が占める。 
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５．４人に３人が、企業の備え（危機管理対策、事業継続計画など）は「十分では

なかった」 

東日本大震災における企業の備え（危機管理対策、事業継続計画など）は十分だ

ったと思うかについては、半数が「あまりそう思わない」と回答し、「そう思わない」

（25％）を合わせると、75％が「十分ではなかった」と回答している。 

 

６．４人に３人が、企業は被災地支援活動（義援金の拠出、物資の提供、チャリテ

ィー商品の販売など）によく取り組んでいると評価 

東日本大震災において、企業は、被災地への支援活動（義援金の拠出、物資の提

供、チャリティー商品の販売など）によく取り組んでいると思うかについては、61％

が「どちらかというと、そう思う」と回答し、「そう思う」（16％）を合わせると、

77％が「よく取り組んでいる」と肯定的な評価である。 

 

７．東日本大震災からの復興に向けて、今後、企業に望むことは、「節電・省エネ

ルギーに向けた取り組み」「被災従業員、または事業再開・復旧に尽力する従業

員への十分な配慮・ケア」「原発事故の収束に向けた取り組みや連携の強化」が

上位３項目 

東日本大震災からの復興に向けて、今後、企業に望むことを聞いたところ、「節電・

省エネルギーに向けた取り組み」（63％）、「被災従業員、または事業再開・復旧に尽

力する従業員への十分な配慮・ケア」（62％）、「原発事故の収束に向けた取り組みや

連携の強化」（61％）の回答割合が約６割と、高い。「被災地・被災者を中心とする

雇用の拡大・維持」（49％）、「震災・放射能被害による業績や商品・サービスへの影

響にかかる情報公開」（45％）が約５割で続く。 
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・調査対象：3,167人 

・調査方法：インターネットによる回答選択方式および自由記述方式 

・調査期間：2011年７月21日～８月１日 

・有効回答：2,056人（64.9％） 

・回答者の属性： 

男女別：男性（893人、43.4％）、女性（1,163人、56.6％） 

世代別：29歳以下（128人、6.2％）、30歳代（280人、13.6％）、40歳代（512人、

24.9％）、50歳代（523人、25.4％）、60歳以上（613人、29.8％） 

職業別：会社員・団体職員・公務員（878人、42.7％）、会社役員・団体役員（94

人、4.6％）、自営業・自由業（178人、8.7％）、パートタイム・アルバ

イト（246人、12.0％）、専業主婦・夫（362人、17.6％）、学生（28人、

1.4％）、無職・その他（270人、13.1％） 

居住地別：東日本（1,252人、60.9％）、西日本（795人、38.7％） 

 

東日本……北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨

城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新

潟県、山梨県、長野県、静岡県の18都道県 
 
西日本……富山県、石川県、福井県、岐阜県、愛知県、三重県、滋賀県、京

都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、岡

山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡

県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄

県の29府県 
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３人に２人が、自身の災害への備えは「不十分」と認識 

 

自分自身の災害への備えについて、「どちらかといえば備えは不十分」が46％、「備

えは全く不十分」が20％と、合わせて66％が不十分と回答している。（図１） 

男女別（図１）に見ると、「備えは不十分（どちらかといえば／全く）」との回答

は、男性62％、女性68％と、女性が６ポイント上回る。 

 

図１ 災害対策の状況（全体・男女別） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

居住地を西日本、東日本に分けて比較（図２）すると、「備えは不十分（どちらか

といえば／全く）」との回答は、西日本（78％）が東日本（57％）を21ポイント上回

っている。 

 

図２ 災害対策の状況（全体・居住地別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（択一）                  ＊小数第１位四捨五入のため、合計が100％とならない場合もある。 

 

（択一）                  ＊小数第１位四捨五入のため、合計が100％とならない場合もある。 
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世代別（図３）で見ると、「備えは不十分（どちらかといえば／全く）」との回答

は、29歳以下の世代（76％）で最も高く、60歳以上の世代（55％）で最も低い。す

べての世代を通じて、「備えは不十分（どちらかといえば／全く）」との回答が過半

数を占める。 

 

図３ 災害対策の状況（全体・世代別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（択一）                   ＊小数第１位四捨五入のため、合計が100％とならない場合もある。 
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２人に１人が、震災前に「非常用品（懐中電灯、医薬品、ラジオ、ヘルメットなど）

の準備」「食料、飲料水の備蓄」「日用品の備蓄」を対策済み 

 

東日本大震災の発生前に、災害への備えとして行っていた対策として、「非常用品

の準備（懐中電灯、電池、医薬品、ラジオ、靴、頭巾・ヘルメットなどのうち必要

と判断したもの）」（56％）、「食料、飲料水の備蓄」（55％）、「日用品の備蓄（ティッ

シュ・トイレットペーパー、ごみ袋、ポリタンクなど）」（51％）が上位に挙げられ、

およそ２人に１人が震災前にこれらの対策を講じていた。 

「特に何もしていなかった」のは12％であり、大多数は何らかの備え・対策をと

っていた。（図４） 

 

図４ 震災前に行っていた災害対策（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（複数回答） 
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震災を契機に、「非常持ち出し品の準備」「家族などとの安否確認手段の確認」「携帯

電話・電子機器用の充電装置の準備」「外出時に身に着けておくべきもののチェック

と常時携帯」への意識が高まる 

 

東日本大震災の発生後に、災害への備えとして新たに行ったこと、またはより充

実させたことは何か（今後、行おうとしていることも含めて）を聞いたところ、「食

料、飲料水の備蓄」（48％）、「非常用品の準備（懐中電灯、電池、医薬品、ラジオ、

靴、頭巾・ヘルメットなどのうち必要と判断したもの）」（45％）、「日用品の備蓄（テ

ィッシュ・トイレットペーパー、ごみ袋、ポリタンクなど）」（35％）が上位３項目

となっている。これらは震災前に既に行っていた対策上位３項目と同じであり、震

災後も変わらず重要と認識され、一層の充実に努める人も多いようだ。（図５） 

 

図５ 震災後、新たに行った、または充実させた災害対策（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（複数回答） 
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震災前後の対策の変化（図６）を見ると、震災後の数値が震災前を上回ったのは、

「非常持ち出し品の準備（現金、預金通帳またはそのコピー、常備薬、水、食料、

衣服など）」（25％→32％）、「家族などとの安否確認手段の確認」（21％→30％）、「携

帯電話・電子機器用の充電装置の準備」（23％→24％）、「外出時に身に着けておくべ

きもののチェックと常時携帯（身元や連絡先が分かるカード、診察券、水、笛、携

帯電話などのうち必要と判断したもの）」（12％→20％）の４つの備えで、このたび

の震災を受けて意識が高まっている。 

 

図６ 震災前後の対策の変化（図４･図５の合成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（複数回答） 



－13－ 

東日本大震災に関連して、約９割が「義援金・支援金」を寄付 

 

東日本大震災に関連して、義援金、物資の寄付や、ボランティアなどの支援活動

をしたかを聞いたところ、約９割が「義援金・支援金の寄付」（87％）をしたと回答

している。これに次ぐ支援は「被災地の産品の購入」（35％）で、およそ３人に１人

が行っている。なお、「ボランティア活動への参加（募金や支援物資の収集活動、被

災地・避難所での各種活動、避難者の自宅への受け入れ、ボランティア団体などへ

の事務支援など）」をしたのは７％である。 

「特に支援活動はしていない」は７％に過ぎず、回答者のほとんどが、何らかの

被災地支援を行っている。（図７） 

 

図７ 被災地支援の状況（全体・男女別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（複数回答） 
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居住地を西日本、東日本に分けて比較（図８）すると、顕著な違いは見られない。 

被災地から相対的に遠いため、西日本では「被災地の産品の購入」（29％）、「被災

地への旅行」（２％）が東日本に比べてそれぞれ10ポイント、６ポイント低いが、「特

に支援活動はしていない」との回答割合は東日本（７％）と西日本（６％）に大き

な差はなく、支援活動は全国を通じて行われている。 

 

図８ 被災地支援の状況（全体・居住地別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（複数回答） 
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東日本大震災に関連して、ボランティア活動に参加したとの回答者（７％（図７・

図８））に、「どのような活動を行ったか」を聞いたところ、約半数が「義援金・支

援金の収集など（街頭やネットでの募金収集、バザー開催など）」（47％）と回答し

ている。次いで多いのは「支援物資の収集など」で37％。「被災地や避難所での活動

（救護・介護、避難所運営、被災地清掃、引っ越し手伝い、炊き出し、支援物資の

仕分けなど）」には回答者の約３割（29％）が参加している。（図９） 

居住地を東日本、西日本に分けて比較（図９）すると、東日本では、「義援金・支

援金の収集など」（34％）、「支援物資の収集など」（38％）、「被災地や避難所での活

動」（36％）がほぼ同水準である。一方、西日本では「義援金・支援金の収集など」

が70％と、他の活動の参加割合を大きく上回り、地理的な要因から「被災地や避難

所での活動」（16％）、「避難者受け入れ・ホームステイ（避難者の自宅などへの受け

入れ、取り次ぎなど）」（２％）が東日本に比べてそれぞれ20ポイント、６ポイント

低い。 

 

図９ ボランティア活動の内容（全体・居住地別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（複数回答） 
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(1) 家族・仕事 
 

震災以降に「家族の絆、連帯感、結び付きが強まった」について、「あてはまる（あ

てはまる／どちらかというと）」が51％、「あてはまらない（あまり／あてはまらな

い）」が38％ 

 

震災以降の「家族・仕事」に対する意識、価値観、行動の変化について聞いたと

ころ、「あてはまる（あてはまる／どちらかというと）」は、「自分または家族にとっ

て、仕事の大切さや、仕事のあるありがたさを実感した」が64％と最も多い。 

「家族の絆、連帯感、結び付きが強まった」については、「あてはまる（あてはま

る／どちらかというと）」が51％、「あてはまらない（あまり／あてはまらない）」が

38％と、いずれかに大きく偏ってはいない。（図10） 

 

図10 震災以降の家族・仕事に対する意識・価値観・行動の変化（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（択一）                   ＊小数第１位四捨五入のため、合計が100％とならない場合もある。 
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(2) 生活・社会 
 

「節電」については、約９割が心掛けるようになった。また、「資源エネルギーを過

剰に消費しがちな、利便性ばかりを追い求める社会や家庭生活は一度見直すべきだ

と考えるようになった」「『最悪のケース』を社会全体で検討し、対策を立てておく

べきだと考えるようになった」「社会の抱える様々な課題に、強い関心を持つように

なった」が、それぞれ７～８割に達している。 

 

震災以降の「生活・社会」に対する意識、価値観、行動の変化について聞いたと

ころ、「あてはまる（あてはまる／どちらかというと）」が最も多いのは、「節電を心

掛けるようになった」（88％）である。 

また、「資源エネルギーを過剰に消費しがちな、利便性ばかりを追い求める社会や

家庭生活は一度見直すべきだと考えるようになった」（78％）、「『最悪のケース』を

社会全体で検討し、対策を立てておくべきだと考えるようになった」（72％）、「社会

の抱える様々な課題に、強い関心を持つようになった」（70％）といった意識の変化

を肯定する回答（「あてはまる（あてはまる／どちらかというと）」）が約７～８割に

達している。（図11） 

 

図11 震災以降の生活・社会に対する意識・価値観・行動の変化（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （択一）                   ＊小数第１位四捨五入のため、合計が100％とならない場合もある。 
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災害への備え・対応として企業に期待することは、「従業員への安全配慮・安全確保」

「顧客・周辺住民への安全配慮・安全確保」「商品・サービス提供の維持、または速

やかな復旧・再開」が上位３項目 

 

企業の災害への備えや対応として期待することを聞いたところ、「従業員への安全

配慮・安全確保」（69％）、「顧客・周辺住民への安全配慮・安全確保」（61％）、「商

品・サービス提供（工場操業、店舗営業、エネルギー供給、交通・物流網、電話・

通信網などを含む）の維持、または速やかな復旧・再開」（60％）の回答割合が高い。

「被災状況や復旧作業に関する適切な広報活動・情報開示」（45％）が続き、上位４

位までを災害・危機対応に関連する項目が占める。 

「救援物資や自社商品の無償提供・無償輸送」（38％）、「被災者の雇用」（36％）

など被災地支援にかかる項目は第５位以降に挙げられている。（図12） 

 

図12 企業の災害対策に期待すること（全体・男女別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５つまでの複数回答） 
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東日本大震災への対応で企業が行った様々な取り組み（危機対応、事業継続・早

期復旧活動、被災地支援など）のうち、良い印象を持ったものを聞いた。主な企業

や業種、その取り組みは以下の通り。 

 

企業とその取り組み（主なもの）  業種と取り組み（主なもの） 

■イオングループ 

・被災地にある店舗の早期の再開 

・買い物のポイントの一部を義援金とした 

 ■飲食業 

・現地での炊き出し 

・避難所への食事の提供 

■ＮＴＴグループ 

・電話回線の早期復旧活動 

・災害用伝言ダイヤルなど安否確認手段の提供

 ■運送 

・救援物資・緊急品の輸送協力 

・早期の配送の復旧 

■オリエンタルランド 

・来園者の安全確保（避難誘導、臨機応変な商

品の拠出、食料の提供など） 

 ■ガス 

・全国のガス会社が集結し、業界を挙げての

復旧活動 

■セブン＆アイ・ホールディングス 

・早期の店舗の営業再開 

・おにぎりなどの支援物資の提供 

 ■建設 

・被災地でのインフラ復旧 

・技術者の派遣、従業員のボランティア活動

■ソフトバンク 

・義援金・支援金の拠出 

・自然エネルギーによる発電事業への参入計画

 ■小売・流通 

・早期（仮）復旧と商品供給に注力 

・帰宅難民へのサポート 

■トヨタ自動車 

・東北での事業拠点拡張による復興支援 

・東北での技術者訓練校の立ち上げなど 

 ■自動車 

・休業日変更による節電への取り組み 

・取引先企業の復旧のため技術者派遣 

■パナソニック 

・乾電池、懐中電灯など自社商品の被災地への

無償提供 

 ■食品 

・救援物資や自社商品の提供 

・水やお茶の提供 

■ファーストリテイリング 

・義援金・支援金の拠出 

・衣類の無償提供 

 ■生活用品・化粧品 

・おむつ・衛生用品の避難所への無償提供 

・洗濯ボランティア 

■ヤマトホールディングス 

・荷物１個につき10円の義援金の拠出 

・被災地内での救援物資の輸送支援 

 ■石油 

・ガソリン不足への迅速な対応 

・業界全体でのガソリン不足解消努力 

■ローソン 

・迅速な店舗復旧と配送網の再構築 

・おにぎり空輸など震災直後の物資輸送 

 ■通信 

・移動基地局による通信網の復旧 

・被災地での通話無料化 
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４人に３人が、企業の備え（危機管理対策、事業継続計画など）は「十分ではなか

った」 

 

東日本大震災における企業の備え（危機管理対策、事業継続計画など）は十分だ

ったと思うかについては、半数が「あまりそう思わない」と回答し、「そう思わない」

（25％）を合わせると、75％が「十分ではなかった」と回答している。（図13） 

 

図13 企業の災害対策への評価（全体・男女別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（択一）                  ＊小数第１位四捨五入のため、合計が100％とならない場合もある。 
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４人に３人が、企業は被災地支援活動（義援金の拠出、物資の提供、チャリティー

商品の販売など）によく取り組んでいると評価 

 

東日本大震災において、企業は、被災地への支援活動（義援金の拠出、物資の提

供、チャリティー商品の販売など）によく取り組んでいると思うかについては、61％

が「どちらかというと、そう思う」と回答し、「そう思う」（16％）を合わせると、

77％が「よく取り組んでいる」と肯定的な評価である。（図14） 

 

図14 企業の被災地支援活動への評価（全体・男女別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（択一）                  ＊小数第１位四捨五入のため、合計が100％とならない場合もある。 
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東日本大震災からの復興に向けて、今後、企業に望むことは、「節電・省エネルギー

に向けた取り組み」「被災従業員、または事業再開・復旧に尽力する従業員への十分

な配慮・ケア」「原発事故の収束に向けた取り組みや連携の強化」が上位３項目 

 

東日本大震災からの復興に向けて、今後、企業に望むことを聞いたところ、「節電・

省エネルギーに向けた取り組み」（63％）、「被災従業員、または事業再開・復旧に尽

力する従業員への十分な配慮・ケア」（62％）、「原発事故の収束（早期安定化や廃棄

物処理）に向けた取り組みや連携の強化」（61％）の回答割合が約６割と、高い。「被

災地・被災者を中心とする雇用の拡大・維持」（49％）、「震災・放射能被害による業

績や商品・サービスへの影響にかかる情報公開」（45％）が約５割で続いている。（図

15） 

 

図15 復興に向けて企業に望むこと（全体・男女別） 

 

 

 

 

 

 

 

（７つまでの複数回答） 
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